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考察

1集 団労働争議の減少と個別労働紛争の増加

最初に,統 計数値を確認 しておこう。

日本では,ス トライキなど,労 働者が集団で行動する労働争議(「 集団労働争議」 と本論文

で呼ぶ)の 程度は,1970年 代半ばをピー クに,そ の後は減少 し,1990年 代か ら現在 まで,非

常 に低いレベルにある。集団労働争議の当事者は,多 くの場合,労 働組合である。集団労働争

議の減少傾向は,労 働組合組織率の減少傾向に似る。

しかし,労 働者が個人で,し ばしば企業別組合とは無関係に,労 働条件についての不利益の
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是 正 な ど を要 求 して行 動 す る 労 働 紛 争 は,増 加 しつ つ あ る,あ る い は 現 在,高 い レベ ル に あ る 。

こ れ を 「個 別 労 働 紛 争 」 と本 論 文 で 呼 ぶ 。

な お 集 団労 働 争 議 の 減 少 は,日 本 以外 の 先 進工 業 国 の な か で は,ア ング ロ ・サ ク ソ ン系4国

す な わ ち ア メ リ カ ・イ ギ リス ・オ ー ス トラ リア ・ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドに 共 通 す る 。 フ ラ ンス ・ ド

イ ッ は 減 少 して い る とい え な い 。 そ して 個 別 労働 紛 争 の増 加 は,ア ン グ ロ ・サ ク ソ ン系4国 の

な か で は,少 な く と も ア メ リカ と イ ギ リス に 共 通 す る(オ ー ス トラ リ ア と ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの

状 況 を,私 は知 ら な い)。 こ の 点 で,日 本 と,そ れ に ア メ リカ と イ ギ リス は,同 一 の 状 況 に あ

る とい っ て よい 。

2個 別労働紛争に先行する類似形態の労働紛争

個別労働紛争へ注 目はごく最近の ことであるけれ ども,そ れに先行する類似形態の労働紛争

は1960年 代以降に存在 した。それらの全部は,第 二次世界大戦後の占領期(1945-52年)に 形

成 された ところの,企 業別組合中心の労使関係 ない し,労 働者の雇用上の権利の法認が予想

しなかった労働紛争であった。それらの うち,主 要な4つ の形態 を考察 しよう。

第1の 形態は,1960年 代に,中 小企業ではたらく労働者 を組織する合同労組が登場すると

ともに,合 同労組によるところの,擬i制 された団体交渉 ・集団労働争議がは じまったことであ

る。

合同労組は 「合同労働組合」の略語であり,一 般組合のことである。合同労組の特徴は,そ

の組合規約が組合員となるための資格 をとくに定めていないため,労 働者が個人の加入意志の

みで合同労組 に加入で きることである。この点で,合 同労組は企業別組合 とまった く異なる。

企業別組合の組合規約は,そ の組合員となるための資格 を,そ の企業の現職従業員のみに,し

かも,し ば しば正社員のみに,隈 定 しているからである。

もっとも合同労組であっても,あ る中小企業ではたらく合同労組の組合員が多いと,彼 らの

みで分会を組織する。この分会は,企 業別組合に近い。 しか し,多 数の分会が組織 されたとし

ても,そ の合同労組の組合規約が組合員 となるための資格 をとくに定めないことに,い いかえ

ると,そ の中小企業の現職従業員のみに限定 しないことに,変 化はない。

擬制 された団体交渉 ・集団労働争議の意味はつぎのとお りである。企業別組合が存在 しない

中小企業で働 く個人の労働者が,使 用者にたいする労働条件についての要求をもつことは珍 し

くない。一般的にいって,中 小企業の労働条件は大企業のそれより悪いからである。 しかし彼

らは,彼 らが働 く企業に企業別組合が存在 しないか ら企業別組合員ではないので,企 業別組合

がそれを要求す ることはできない。そこで彼らは,合 同労組に加入 し,そ の組合員となる。合
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同労組は,彼 らを加入させることを,そ の組合員募集の重要な方法 と考えている。そして合同

労組 は,彼 らの代理 となって,使 用者に団体交渉を申し入れ,団 体交渉をは じめる。 さらには

集団労働争議もともなう。この団体交渉 ・集団労働争議の労働者側は,形 式的には労働組合で

あるが,実 質的には,個 人労働者である。この意味で,こ の団体交渉 ・集団労働争議は擬制さ

れた団体交渉 ・集団労働争議である。

第2か ら第4の 形態は,裁 判所 を中心の戦場 とする。

第2の 形態は,や は り1960年 代にはじまったのであるが,大 企業の正社員であ り企業別組

合員である左翼の個人または少数グループの労働者が,彼 らの左翼思想を理由として,使 用者

が彼 らを差別処遇 していると主張 し,そ の是正を労働委員会に申し立てたり,ま た裁判所に訴

えた りすることである。彼 らは,大 きな企業別組合の組合員であるものの,そ の反主流派組合

員であるか,ま たは,大 きな企業別組合と対立する小 さな企業別組合の組合員であった。また,

人事査定制度が差別の道具 として使用 されることを,彼 らは非常にしば しば主張 した。人事査

定制度そのものも,人 事査定制度 によって左翼思想の労働者が差別 されることも,占 領期にで

きた雇用上の権利が予想 しなかったことであった。

1980年 代後半 から,さ らに2つ の形態の労働紛争が,上 記に加わった。2つ とも,現 在 ま

でつづ く。

すなわち第3の 形態は,過 労死 した労働者の遺族が,業 務上の疾病の認定 と安全配慮義務違

反の損害賠償 を要求 して,国 と使用者を裁判所に訴えることである。紛争当事者は遺族である

か ら,厳 密には労働紛争とはいえないか もしれない。 しか し,遺 族を死亡労働者の代理 とみな

すことは可能だから,労 働紛争の1つ と考えてよいであろう。 さらに,死 亡労働者が企業別組

合員であっても,当 該の企業別組合が労働者の遺族を支援 しないことは珍 しくないから,そ の

場合は,労 働組合 とは無縁の労働紛争 となる。なお,占 領期にできた雇用上の権利が業務上の

疾病 としての過労死を想定 していなかったため,過 労死の増加にもかかわらず,そ れが業務上

の疾病 としてほとんど認定されなかったことが,こ の労働紛争の理由の一つである。

第4の 形態は,女 性労働者が雇用上の性差別を主張 して,使 用者を裁判所 に訴えることであ

る。1985年 に制定された雇用機会均等法は不完全な法律であったが,そ の制定 をきっかけ と

して,女 性労働者の権利意識が高 まり,い くつかの訴訟が起こされた。紛争当事者である女性

労働者が企業別組合員であって も,当 該の企業別組合が女性労働者を支援 しないことは珍 しく

ないから,そ の場合は,企 業別組合 とは無縁の労働紛争である。なお,占 領期にできた雇用上

の権利は,性 差別に関心が薄 く,性 差別を完全 には禁止 していなかった。

第1か ら第4の 形態の労働紛争は,本 論文でいう個別労働紛争が認識 された後には,そ れに

先行する類似形態の労働紛争であったと位置づける.ことがで きるであろう。
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3個 別労働紛争の発生とその理由

バ ブル経済が崩壊 した1990年 代半ばか ら,労 働者が個人で,解 雇や,切 り下げられた労働

条件の是正などを,行 政機関(労 働基準監督署 ・地方労働局 ・都道府県労政事務所 ・地方労働

委員会事務局な ど),都 道府県弁護士会の無料相談所,商 工会議所 商工会,社 会保険労務士

などに訴え,労 働者の権利の回復や,労 働者に有利な解決ない し解決への助力を希望する行動

をとることが著 しく増加 した。その訴 えの信頼できる全国的統計数値は存在 しなかったが,全

国で相当数にのぼると推測 された。そ して,こ れが早急に対処すべ き政策課題 と認識 されるよ

うになった。これが個別労働紛争である。

その直接の理由は,バ ブル経済崩壊 による不況下で,多 くの企業が,解 雇や,多 面的で深刻

な労働条件の切 り下げをおこなったことであった。いうまでもないが,こ れは正社員にも非正

社員 にもあてはまる。 この解雇 と労働条件の低下は,1950年 代前半以来,ほ ぼ40年 ぶ りのこ

とであった。 さらに重要な理由は,い わゆる日本的雇用慣行が,事 実として変化 しはじめたこ

とであ り,そ れを望ましい とする価値意識が大 きく揺らいだことであった。

事実 として,1990年 代後半の,正 社員の減少とさまざまな非正社員の増加 はす さまじい。

そ して通常,あ らゆる労働条件について非正社員は正社員に劣 る。正社員の少なか らずについ

ては,企 業により程度の大小はあるものの,年 功序列人事 ・賃金を縮小 し,い わゆる成果主義

人事 ・賃金 を拡大するとい う,人 事制度改革がすすめられた。価値意識の変化 もこれに対応 し

ていて,年 功序列人事 ・賃金 よりも成果主義人事 ・賃金が望 ましい,あ るいは,終 身雇用 ・雇

用保障よりも有期雇用 ・解雇 自由が望 ましい,と の価値意識が使用者の間でつよまった。 これ

らはすべて個別労働紛争の理由に直結する。

解雇や,切 り下げられた労働条件に不満や不当感 を抱いた労働者の多 くは,企 業別組合であ

れ合同労組であれ,労 働組合 に支援を求めることを望まない。また,裁 判所,す なわち日本杜

会における究極の紛争解決機関,に 訴えることも望 まない。いいかえると,個 別労働紛争 とは,

労働組合に支援を求めることを望 まず,裁 判所に訴えることも望 まないが,し か し,自 分の権

利の回復 と,自 分に有利な解決を望む労働者の労働紛争であると,い うことができる。

個別労働紛争 と労働組合 との関係は,後 述する。 ここでは,労 働者が個別労働紛争を裁判所

に訴えることを望 まない理由を考察 しよう。なお,日 本には労働専門裁判所は存在 しない。労

働者がで きることは,個 別労働紛争 を一般的な民事上の紛争の一つ として,民 事裁判所に訴え

ることのみである。

その最大の理由は,日 本の裁判制度は,民 事であれ刑事であれ,時 間と費用が非常にかかる

制度であることである。 さらに,労 働関連裁判では,立 証責任の配分について労働者側に不利
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が大 きく,労 働者の勝訴可能性が低いことである。この理由をつ よめるのが,個 別労働紛争そ

のものの特徴である。一般的にいって,労 働者が受けた損害額は事実としてそれほど大 きくな

いか,ま たは大きくない と労働者が感 じているため,受 けた損害額よりも,裁 判所で争 うとい

う 「継続する負担」の方が大 きいのである。

付言すると,個 別労働紛争でなく,た とえば前記 した第2か ら第4の 形態の労働紛争であっ

ても,そ の裁判事件数は,ヨ ーロッパ諸国における同種の裁判事件数よ りも,か なり少ないの

ではないかと推測する。少 ない理由を,日 本における労使対立の少なさとか,労 働者の雇用上

の権利を使用者が よく承認 していることとかに,求 めるべ きではない。個別労働紛争の多さは

こうした主張が誤 りであることの証拠である。少ない理由は,上 記のように,裁 判制度の欠陥

に求めるべきである。

4個 別労働紛争解決促進法

個別労働紛争の増加に対処するため,2001年10月 から,個 別労働紛争解決促進法が施行 さ

れた。この法律の 目的は,法 律名称 によって示 されている。

この法律の1つ の特徴は,日 本全国に約300の 「総合労働相談 コーナー」を設置 したことで

ある。いいかえると,法 令違反,お よび民事上の紛争すなわち個別労働紛争,を 区別 しないで

あらゆる種類の相談 を受け付けたことであった。相談申し込み者は,こ の2つ をしばしば区別

できないから,こ れは重要である。なお,相 談の申し込みは,労 働者だけでなく使用考 もまた

可能であるが,実 際の申し込みは労働者が大多数である。

受け付 けた相談のうち,単 純な相談や情報提供 をのぞいて,a)法 令違反 とみなされた事案

については労働基準監督署などへ通告 され,民 事上の紛争すなわち個別労働紛争 とみなされた
あっせん

事案については,b)紛 争調整委員会の斡旋,ま たは,c)労 働局長による助言 指導を受ける

ことができる。その相談件数 個別労働紛争件数 あっせん件数 助言指導件数などは,増 加

中である。

民事上の紛争すなわち個別労働紛争とみなされた事案には,多 様な事由がある。第1位 は

「解雇」,第2位 は 「労働条件の引 き下げ」,第3位 は 「退職勧奨」である。これ らの事由は,

事案の相談をうけた担当者が,事 案1つ につき主要な事由1つ を決めたものである。少 なくな

い事案では,事 案1つ につき事由2つ 以上が重複するであろうが,そ れは示 されていない。 ま

た,事 由の定義 も明確でない。たとえば 「女性労働問題」など,意 味が明確でないもの もある。

個別労働紛争解決促進法の長所 としては,増 加する個別労働紛争 を対処すべき政策課題と明

確に意識 し,紛 争解決 を促進する処理システムを整備 したことを指摘で きる。その短所 として
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は,こ の処理システムは当事者に強制力 をもたず,解 決できる紛争事案が多 くないことである。

あっせん も助言指導も,そ のプロセスにはいるためには使用者の同意が必要であるが,同 意を

得 られないことが少なくない。いいかえると,こ の処理 システムは労働専門裁判所ではない。

また,こ の処理 システムにおける相談担当者と紛争調整委員会委員の数は少なく,質 にも疑問

があるため,紛 争事案を十分に処理 しきれないともいわれる。

5企 業別組合と個別労働紛争

個別労働紛争にたいする労働組合の態度は,企 業別組合,と くに大企業の企業別組合 と合同

労組 とに,両 極端の2つ に分かれる。

多 くの企業別組合は,そ の企業別組合の組合員が個別労働紛争の紛争当事者であっても,そ

の組合員を支援 しない。そ うした組合員のい くらかは,最 初に企業別組合の役員 に自分の個別

的な不利益問題 を相談する ものの,納 得できる解決への十分な支援が企業別組合から得 られな

いことが多 く,結 果として,彼 らは企業外での個別労働紛争の当事者 となる。少な くない組合

員は,最 初か ら,企 業別組合に期待で きないと判断 して,企 業外での個別労働紛争の当事者 と

なる。おそらく,後 者が前者よりも多数 と推測できる。

多 くの企業別組合が組合員を支援 しないことには,も っともな理由がある。多 くの企業別組

合 は,そ の使 用者 と緊密 なパー トナーシ ップ関係 ない し贈与 交換労使 関係GiftExchange

IndustrialRelationに あ り,こ の関係は企業別組合の存続にとって必須である。贈与交換労使

関係は,最 近の新古典派経済学の概念であるGiftExchangeを 参考に,私 がつ くった言葉であ

る。そのため企業別組合は,そ の使用者とのパー トナーシップ関係の維持発展 を,紛 争当事者

である組合員,そ れはつねに少数である,と の関係 よりも重視 して,紛 争当事者である組合員

を支援 しないのである。

ここでいうパー トナーシップ関係ない し贈与交換労使関係 とは,つ ぎのような労使関係 をい

う。企業別組合 は,そ の企業の競争力強化に十分に寄与 していることを,使 用者に明確に示す

ことができなければならない。競争力への寄与が企業別組合の 「交渉力」である。また使用者

は,そ の点での企業別組合による寄与を高 く評価 しなければならない。もちろん客観的にみて,

当該企業は競争優位にあ り高収益でなければならない。こうした諸条件が整っては じめて,当

該企業の高収益 を原資 として,企 業別組合は組合員の労働条件の向上を使用者にたい して要求

できるし,使 用者はそれに応 じることができる。

このパー トナーシップ関係は,も ともとは国際的な企業間競争が激 しい製造業大企業におい

て,企 業別組合 と使用者が展開 した関係であったが,現 在では,イ デオロギーとしては,よ り
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広範な労使にも広 く受け入れられているといえよう。

付言すると,パ ー トナーシップ関係が強固であるためには,企 業別組合が組織する従業員の

範囲を,当 該企業のコアとなる従業員に限定することが望 ましい。周辺的な従業員まで組織に

含めれば含めるほ ど,そ れだけパー トナーシップ関係があいまいになるか らである。この点で

合理的なのは,企 業別組合 の組合員資格をその企業の従業員の正社員のみに限定することが多

いことである。企業別組合は,社 会全体の労働者の連帯イデオロギーを現在でも建前としてい

るけれども,実 際は,企 業外 の労働者について も企業内の労働者 について も,連 帯イデオロ

ギーが相当に希薄化 していることは,あ らためて留意すべ きことである。

企業別組合員の個別的な不利益 は,使 用者が,人 事分野で企業競争力を強化する措置 をとっ

た結果として しば しば生 じる。たとえば,リ ス トラクチャリングのために,労 働者に配置転換

や転勤を求めることである。そのため,企 業別組合員の個別的な不利益 を当該の組合員にとっ

て有利なように是正す ると,企 業競争力 を弱めて しまう。少な くとも,企 業別組合にそのよう

に理解される。 もっとも,実 はそうでない個別的な不利益問題は少な くないとも思われる。 し

か し,そ の場合であっても,使 用者への異議の申 し立て自体が,使 用者のパー トナーとしての

企業別組合が支援すべ きことでな く,ま してや,そ れを外部に開示 して個別労働紛争 とするこ

とは企業の名声度,こ れも企業競争力の有力な源泉であるが,を 傷つけるので,企 業別組合が

支援すべ きことでないのである。

企業別組合員は,企 業別組合によるパー トナーシップ関係の重視 をよく理解 している。理解

しているために,企 業別組合員は企業別組合に個別労働紛争の支援 を求めず,個 別労働紛争解

決促進法の処理 システムに依存すると推測できる。すなわち2004年 度では,紛 争調整委員会

へのあっせん申請受理件数6 ,014の28.9%は,「 労働組合のある事業所の労働者」か らであ り,

労働局長 による助言指導受付件数5287の28.9%は,「 労働組合のある事業所の労働者」からで

あった。 このなかに,非 組合員が含まれるのは当然にしても,相 当数の企業別組合員 もまた含

まれると推測 して よいであろう。なお,参 考 までに指摘すると,2004年 の労働組合組織率は

19.2%で あった。

個々の企業別組合は,個 別労働紛争の紛争当事者である組合員 をとくに支援 しなくて も,そ

の組合員が企業別組合を脱退することに懸念はない。なぜな らば70%以 上の企業別組合は,

平か ら係長までの職位 にある正社員についてユニオン ・シ ョップ協定を使用者と結んでいるか

ら,支 援がないことに不満な組合員であっても,そ の企業別組合 を脱退 しないか らである。す

なわち,も し,そ の組合員が企業別組合を脱退すれば,使 用者による解雇の正当な理由 となっ

て しまうのである。
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6合 同労組と個別労働紛争

合 同労組は,個 別労働紛争の紛争当事者としての労働者を支援する。合 同労組は,こ の支援

を重視 している。支援をきっかけに,個 別労働紛争の紛争当事者を合同労組に加入させること

がで きるからである。合同労組 にとって,こ の支援 は重要な組合員募集活動である。そ して,

個別労働紛争の紛争当事者が合 同労組に加入すると,実 質的には個別労働紛争であるものが,

形式的には団体交渉 ・集団労働争議に転化するのである。

しか し,支 援による組合員の募集は,十 分な成果 を上げることができていない。なぜならば

個別労働紛争の紛争当事者の多 くが,合 同労組への加入 を好まないか らである。その理由のい

くつかを指摘 しよう。

第一の理由は,彼 らが合同労組 という存在そのもの,ま たは,労 働者が個人の加入意志のみ

で加入で きるという合 同労組の特徴 を知 らないことであ り,彼 らが合同労組に接触 しないこと

である。事実,合 同労組の普及度は低い し,よ く知られていない。また,日 本の労働組合は企

業別組合のみであるとの考えは,多 くの普通の日本人の通念である。合同労組の分会が企業別

組合に似 ていることも,こ の通念をつよめているかもしれない。

第二の理由は,合 同労組の組合員は,中 小企業ではたらく,男 性の,中 高年の,正 社員であ

るというイメージがつ よいことである。なお,こ のイメージが正確か否かは別の検討が必要で

ある。 このイメージがつよいと,こ れにあてはまらない紛争当事者,た とえば女性 とか青年 と

か非正社員は,合 同労組への加入を好 まない。 とくに,労 働者の女性化と非正社員化がすすむ

と,彼(彼 女)ら は合同労組への加入を好まない。

これ ら2つ の理由に対処するため,1980年 代後半から現在までに,い わば新型の合 同労組

が登場 した。その多 くはカタカナ名称で 「ユニオン」を名乗るが,そ れは新型であることを強

調するためである。私はこれ らを総称 して 「新型ユニオン」と呼ぶ。最初に登場 したのは,組

織対象地域を狭 く限定 したコミュニティ ・ユニオンであった。つづいて,組 合員を特定労働者

に事実上 は限定 した労働組合が登場 した。た とえば 女性ユニオン,管 理職ユニオ ン,青 年ユ

ニオ ン,で ある。また新型ユニオンは,外 国人労働者を積極的に組織 した。

新型ユ ニオンは合同労組の一種 と考えられるし,従 来か らの合同労組 と類似 した形態で使用

者 と団体交渉をおこなう。 しか し,従 来か らの合同労組 と異 なる活動 もおこなう。一つには,

その存在 と活動をマス コミに通知 し,マ スコミの取材 を受けることをつうじて宣伝することの

重視 である。そ して,そ れを使用者への社会的圧力 とする戦術 を重視する。また二つには,従

来か らの合同労組の組合員 イメージに合わない労働者 をターゲッ トに,組 織化をすすめる。す

なわち,女 性 とか青年 とか非正社員を明確なターゲットにする。三つには,分 会の組織は少な
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く,よ り多 くの活動 を個人ベースでの団結に依存する。

しか し,個 別労働紛争の紛争当事者が合同労組ないし新型ユニオ ンへの加入を好 まない第三

の理由を,指 摘 しなければならない。それは労働者 自身の価値意識の変化である。すなわち労

働者は,受 けた損害額はそれほど多 くない と感 じ,そ れ以上に,損 害は一過的であると感 じて

いるので,受 けた一過的な損害よりも,彼 らが主観的に感 じるところの,合 同労組ないし新型

ユニオンの組合員 となることの結果 としての 「継続する負担」の方が大 きいのである。

第三の理由は,た とえ個別労働紛争の紛争当事者が合 同労組 ない し新型ユニオンに加入した

としても,彼 らの脱退率が高いことも意味する。少な くない労働者は,自 分が紛争当事者であ

る個別労働紛争に支援をえるために組合員 となるが,そ の個別労働紛争が決着すると,遅 かれ

早かれ労働組合 を脱退することが多い。このため,従 来からの合同労組 も新型ユニオンも,多

数労働者を組織する労働組合になることができず,ま た,そ の組織 と財政はつねに不安定であ

る。

7労 働運動NPOと 労働紛争

裁判所を中心の戦場 とする労働紛争 たとえば前記 した第2か ら第4の 形態の労働紛争,で

は,紛 争当事者である労働者を支援する主要な組織 は労働組合でない。また,労 働組合である

必要 もない。私は,労 働組合でないけれども,紛 争当事者である労働者に有力な支援 を提供す

る組織を労働運動NPOと 呼ぶ。この労働運動NPOの 発展は,先 進工業国間で比較 したところ

の,日 本の労働運動の特徴の一つであると思 う。

第2の 形態の労働紛争において,こ うした労働運動NPOが はじめて結成 されたといってよ

い。紛争当事者である労働者を支援するための組織が,多 様な組織の連合体 として結成 された。

また,紛 争当事者同士の情報交換 と相互支援のための共闘組織が結成された。紛争当事者の側

に立つ弁護士 も組織化 された。これら労働運動NPOが 支援 しなければ,長 期にわたる負担の

大 きい労働紛争に紛争当事者がたえられなかったか らである。 これ ら組織は現在 もさまざまに

存在する。

第3と 第4の 形態の労働紛争が登場 したときに,そ の紛争当事者 としての労働者(と 遺族)

を支援するために,第1の 形態に とも,なう労働運動NPOを モデル として,同 様 な労働運動

NPOが 結成 された。

もっとも,こ れらの支援諸組織は,上 記 した旧来の労働運動NPOと は異なる新 しい支援戦

術 を用いた。第3と 第4の 形態における労働運動NPOに 共通するのは,そ の存在 と活動をマ

スコミに通知 し,マ スコミの取材を受けることをつ うじて宣伝することの重視である。そ して,
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それ を裁判所 と使用者への社会的圧力 とする戦術 を重視する。第3の 形態における労働運動

NPOで は 「過労死110番 」が有名である。「過労死110番 」は,過 労死に関心 をもつ弁護士が

全国か らの電話 による過労死 関連の相談 を受け付け,そ れがマスコミによって報道 された。そ

れは,過 労死裁判で労働者の遺族側に非常に有利に影響 した。

第4の 形態における労働運動NPOで はWWNが 有名である。WWNは,大 阪の住友系3社(住

友電工 ・住友化学 ・住友金属)の 女性労働者が,雇 用上の性差別 を主張 して使用者 を裁判所に

訴えた事件について,原 告 となった女性労働者を支援するために結成された。

WWNの 支援戦術の1つ は,ILOやUNの 委員会など国際組織へのアピールを重視 し,そ の

日本政府に対する公式の勧告 に,彼 女 らの訴訟事件に有利な内容を盛 り込ませ ようとしたこと

である。 もう1つ は,イ ンターネ ットを十分に活用 し,国 内はもちろん国外にも支援者のネッ

トワーク組織 を形成したことである(http://www.nejp/asahi/wwn/wwin)。 とくに,国 外居

住の女性支援者の組織化 はユニークである。このため,国 際組織へのアピールに必要な,日 本

語文書の英語文書への翻訳は容易 におこなわれたし,ジ ュネーブやニューヨークに原告が出か

けるときの,面 会予約や通訳での支援が容易におこなわれた。

個別労働紛争 については,上 記 した労働運動NPOほ どは有名でないけれども,有 期雇用労

働者や派遣労働者についての情報交換 と支援の労働運動NPOが,主 にインターネ ット上に形

成 されている。

以上のすべての労働運動NPOは,労 働組合ではないけれども,紛 争 当事者である労働者に

有力な支援 を提供 している。 もちろんであるが,労 働運動NPOに はそれな りの問題 もある。

たとえば,個 々の労働運動NPOの 小 ささと財政基盤の弱 さのために,支 援の程度に限界があ

ることである。

8考 察

企業間競争が激化すると,パ ー トナーシップ関係 ないし贈与交換労使 関係 を促進することで

しか,大 企業を組織す る労働組合は存立で きないかもしれない。1960年 代以降の 日本の企業

別組合は,そ の論理をもっとも鮮明に示 したように思う。

また同時に,パ ー トナーシップ関係の促進は個別労働紛争 を増加 させ ざるをえない。大企業

の労働組合員 についても個別労働紛争 を増加 させることはもちろんであるが,そ れ以外の労働

者についても個別労働紛争を増加 させる。なぜならば パー トナーシップ関係は限定的である

ほ ど,す なわち,そ れ以外の労働者が多いほど,パ ー トナーシップ関係は有効だか らである。

パー トナーシップ関係の促進 と個別労働紛争の増加は不可分のように思 う。
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この ような状況の下で,個 別労働紛争の当事者 としての労働者の雇用上の権利は,現 在は,

合同労組や新型ユニオンによって,そ して労働運動NPOに よって,擁 護 され支援 されている。

そして政府は,個 別労働紛争解決促進法 とい う処理システムをつ くっている。 しか し,こ れら

組織 も処理システムも安定 して堅固なものでなく,展 開の途上の産物であろう。

現在の欧米諸国では,労 働組合の 「パー トナー シップ」が盛 んに議論される。その意味は私

にとって明確でない,し か し,そ の一側面 に,「企業 レベルのパ ー トナーシップ」すなわち,

日本の企業別組合のパー トナーシップ関係(に 近いもの)へ の志向があることは否定で きない

であろう。この類似性を示すために,私 は 「パー トナーシップ」という言葉を,日 本の企業別

組合の労使関係に使用 した。この類似性に注 目すると,欧 米諸国における現在の 「パー トナー

シップ」議論は,1980年 代後半か ら90年 代前半の 「Japanization」議論の姿 を変えた再 登場で

あるかもしれない。

他方,現 在の欧米諸国で議論 される 「パー トナーシップ」には,「 社会的パー トナーシップ」

の概念 も含 まれる。 しか し,「社会的パー トナーシップ」は日本に存在 しない。そ して,日 本

の企業別組合 におけるパー トナーシップ関係 の意味を考慮すると,「企業 レベルのパー トナー

シップ」と 「社会的パー トナーシ ップ」はどの ようにして両立するのか,私 はよくわからない。

この疑問は,ア メ リカとイギ リスの事情についての疑問,す なわち,集 団労働争議が減少 し

労働組合が衰退 し,そ して 「企業 レベルのパー トナーシップ」が奨励され進展 し,し か し個別

労働紛争が増加するのはなぜかの疑問と,部 分的に重複するところがある。もちろん,日 本 と

アメリカ ・イギリスにおける個別労働紛争のあり方がかな り違 うことは,留 意すべ きではあろ

う。たとえば イギ リスの個別労働紛争の紛争当事者が労働組合員であるとき,イ ギリス労働

組合 は,支 援 を選別するにしても,労 働組合員を支援するのが普通である。 イギリス労働組合

は,日 本の企業別組合に比較すると,建 前と しての連帯イデオロギーはずっと強固である。

フランスと ドイッでは,集 団労働争議は減少 しているといえない し,個 別労働紛争が どのよ

うな現状にあるのか,私 は知 らない。 しか し,現 状が どの ようであれ,「 パー トナーシップ」

を議論するには,日 本における個別労働紛争はどうなっているのか,の 参照は有益であると思

う。この点で,依 然 として,日 本は欧米諸国にとっての 「先進国」だか らである。

注記

私は,こ の研究ノー トの初期版 を,2005年5月 にアルザス ・ヨーロッパ日本学研究所で開催

された 「勉強会」で発表 した。「勉強会」参加者の議論に示唆をえて,私 はこれ を修正 し,そ

れを2005年9月 に同研究所に提出 した。提出版はフランス語へ翻訳 され公刊 される予定 と聞い

ているが,フ ランス語版 を私は未見である。この研究ノー トは,提 出版から注 と図表を省略 し,
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誤記 を訂正 したものである。提出の後か ら現在までの私の研究の進展によって,現 在では,提

出版の内容や主張に修正すべ き点が少なくないことを私は感 じている。 しか し,提 出版におけ

る私の問題意識を客観化 してお くため,ま た,そ れなりに有益な問題意識を述べているか もし

れないため,基 本的に提出版のまま研究ノー トとして公表する。

この研究 ノー トにかかわるテーマの研究にあた り,明 治大学在外研究員制度および(財)労

働問題 リサーチセンターによる研究助成を受けた。この研究ノー トは,そ の研究成果の一部で

ある。記 して,感 謝の意を表 したい。(2006年10月27日 遠藤公嗣 記)


